
コスト最適化実践事例と
エンジニア調達⾰命

プラットフォーム”Teleworks”

⼀般社団法⼈ ⽇本ニアショア開発推進機構



15:00 受付開始
15:15 セミナー開始
16:30 質疑応答
16:45 終了

タイムスケジュール



⼀般社団法⼈⽇本ニアショア開発推進機構について

理念
⽇本のシステム開発・運⽤のあり⽅を再定義する。

（多重階層構造の是正）

ニアショア機構とは、ニアショア開発の活⽤を通じて、
発注企業と地⽅システム会社に対して、

新たな仕組みと付加価値を提供する法⼈です。



ニアショア機構の取り組み

認定ニアショア
ベンダー制度の運営

ニアショア
アソシエーション

の運営

受発注
マッチング

外注活⽤⽀援
コンサルティング



プロフィール
代表理事 ⼩林 亮介 （専⾨分野：IT調達・購買、事業企画）
PMI認定PMP

①ユーザー企業の調達購買責任者としての経験＜4年＞
→多い年では、年間５億円を発注

②調達コンサルティング（IT領域）の経験＜11年＞
→⼤⼿SI、ユーザー企業向け
→調達戦略策定・コスト最適化⽀援
→調達コンプライアンス対応（偽装請負対策）

③システム開発会社の経営経験 ＜5年＞
→社⻑として、システム開発会社の経営再建
→下請け脱却、⾃社サービス構築



■社会情勢・トレンドについての整理

■ユーザー企業の事例をもとにまとめた

ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップのご説明

■エンジニア調達⾰命プラットフォーム

”Teleworks”ご説明

コスト最適化実践事例と
エンジニア調達⾰命

プラットフォーム”Teleworks”



■社会情勢・トレンドについての整理

■ユーザー企業の事例をもとにまとめた

ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップのご説明

■エンジニア調達⾰命プラットフォーム

”Teleworks”ご説明

コスト最適化実践事例と
エンジニア調達⾰命

プラットフォーム”Teleworks”



働き⽅改⾰
3⼤経済誌が揃って特集”労基署”異常事態に

2017年5⽉27⽇号 2017年6⽉5⽇号 2017年7⽉1⽇号



□
□DM⾒ている？

東京⼀極集中を是正し
地⽅の⼈⼝減少に⻭⽌めをかけ
⽇本全体の活⼒をあげる

通称「ミニアベノミクス」

＞＞

働き⽅改⾰とは何か？
政策の整理と確認

働き⽅改⾰

アベノミクス
3本の矢

成長戦略が課題

□4年連続のベースアップ
□ GDP47兆円増加し、9%成⻑

⼀定の成果 ⼈⼿不⾜の解消策

派遣法改正



どれくらい⼈⼿が⾜りないのか？
有効求⼈倍率は25年ぶりの⾼い⽔準に！

資料出所:
厚⽣労働省「職業安定業務統計」 「保安の職業」 5.95 倍

「建築・⼟⽊・測量技術者」5.04 倍

「情報処理・通信技術者」3.25 倍
数値は平成26年のものとなるので、現状
はさらに逼迫していると想定されます。

史上初めて
47全ての都道府県で
1倍を超えた



働き⽅改⾰とは何か？
「働き⽅改⾰実⾏計画」に定義されている

我か国゙の経済成⻑の隘路（あいろ） の根本には、
・少⼦⾼齢化
・⽣産年齢⼈⼝減少すなわち⼈⼝問題
という構造的な問題が存在する。 

⽇本経済の再⽣を実現するには、
①付加価値⽣産性の向上と
②労働参加率の向上を図る必要かあ゙る 

資料出所：働き⽅改⾰実現会議
「働き⽅改⾰実⾏計画」本⽂冒頭（平成29年3⽉28⽇）



働き⽅改⾰とは何か？
細部まで定義、議⻑は安倍総理

働き⽅改⾰実⾏計画
働き⽅改⾰実現会議決定
（平成29年3⽉28⽇）
・本⽂ 28ページ
・⼯程表

処遇の改善（賃⾦など）
・同⼀労働同⼀賃⾦
・⻑時間労働の是正

制約の克服（場所・時間）
・柔軟な働き⽅の構築

“テレワーク”

キャリアの構築
・⼈材育成⽀援



働き⽅改⾰とは何か？
細部まで定義、議⻑は安倍総理

働き⽅改⾰実⾏計画
働き⽅改⾰実現会議決定
（平成29年3⽉28⽇）
・本⽂ 28ページ
・⼯程表

処遇の改善（賃⾦など）
・同⼀労働同⼀賃⾦
・⻑時間労働の是正

制約の克服（場所・時間）
・柔軟な働き⽅の構築

“テレワーク”

キャリアの構築
・⼈材育成⽀援

電通の労災事件以降、
この領域について
ヒートアップ



働き⽅改⾰の守り⼆⼤テーマ

守り⼆⼤テーマ
ブラック企業にならないために対応が必要

今年度に関連法案が提出、2019年に施⾏

同⼀労働同⼀賃⾦

正規と⾮正規での
賃⾦格差をなくす

⻑時間労働の是正

労働環境を改善し、
⽣産性の向上へつなげる

ブラック企業扱い
リスク

労働者からの
訴訟リスク

残業上限
月45時間

待遇差の
説明義務
発生



守り⼆⼤テーマ
⻑時間労働の是正

2016年 1⽉
9⽉
12⽉

1⽉
3⽉
6⽉

2017年

ドン・キホーテ
サトレストランシステムズ
電通

三菱電気
パナソニック
HIS

⼤⼿企業を狙い撃ち。
労基署 過重労働撲滅特別対策班 通称”かとく”

労働基準法違反で
書類送検



守り⼆⼤テーマ
⻑時間労働の是正

ブラック企業“334社リスト”の公表

今後、毎⽉更新だそうです…

参照：
http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/dl/170510-01.pdf //



守り⼆⼤テーマ
⻑時間労働の是正

IT業界はメンタルヘルス問題が深刻
平成27年度「過労死等の労災補償状況」を公表

（理由）
・多重階層での客先常駐
・慢性的エンジニア不⾜



⾏政の⽅針
⾏政運営⽅針に記載されています

（97ページ）

労基署”かとく”の次は、偽装請負指導の強化が想定される

いわゆる偽装請負に対する厳正な対応と

IT業界に対して指導監督の実施と明記

（参考：組織構造と範囲）
厚⽣労働省 ：施策や⽅針の企画・決定
労働局 ：管内労基署の指揮監督→派遣法、職安法を監督
労働基準監督署：現場の調査指導→労働基準法を監督

2017年テーマ
働き⽅改⾰の推進



2015年派遣法改正
2018年問題 9⽉末に要注意！

特定派遣廃⽌猶予措置の終了

派遣期間3年の最初の制限が到達

✅ エンジニアの流出

✅ ⼀般派遣免許がないと派遣契約ができない
✅ 取引できない会社が発⽣する

新たな外注先の確保が必要



まとめ
⻑時間労働・派遣法改正等の対応策

新たな労働⼒の確保

または

⽣産性の向上が解決策となる



■社会情勢・トレンドについての整理

■ユーザー企業の事例をもとにまとめた

ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップのご説明

■エンジニア調達⾰命プラットフォーム

”Teleworks”ご説明

コスト最適化実践事例と
エンジニア調達⾰命

プラットフォーム”Teleworks”



ユーザー企業インタビュー結果
数⼗社へ対して2016年から実施

わかった事

多くの企業の課題は共通化している

課題に対して個別対応で
全体最適でない場合が多い



ユーザー企業インタビュー結果
ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ

現状業務の
把握と整理

今後の重点
事項の整理

戦略的外注活⽤戦略的⼈材育成
・採⽤

IT部⾨の６⼤要素

予算の確保と⾒直し

内外製の⾒直し



ユーザー企業インタビュー結果
ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ

現状業務の
把握と整理

今後の重点
事項の整理

戦略的外注活⽤戦略的⼈材育成
・採⽤

IT部⾨の６⼤要素

予算の確保と⾒直し

内外製の⾒直し

対応⼈材・企業と必要スキル
業務の棚卸

業務単位の運営コスト分析

必要コストの把握
フィジビリティスタディ作成

捻出⽅法の検討と決定

外注活⽤範囲の検討
社員の再配置

コストシミュレーション
IT・ビジネス企画
新技術情報収集・調査

必要⼈材とスキル

評価制度の⾒直し
⼈材開発ロードマップ作成

採⽤⽅法の⾒直し
企業サイズの選択
調達先の社数拡⼤

最適な契約形態の選択



ユーザー企業インタビュー結果
ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ

現状業務の
把握と整理

今後の重点
事項の整理

戦略的外注活⽤戦略的⼈材育成
・採⽤

IT部⾨の６⼤要素

予算の確保と⾒直し

内外製の⾒直し

対応⼈材・企業と必要スキル
業務の棚卸

業務単位の運営コスト分析

必要コストの把握
フィジビリティスタディ作成

捻出⽅法の検討と決定

外注活⽤範囲の検討
社員の再配置

コストシミュレーション
IT・ビジネス企画
新技術情報収集・調査

必要⼈材とスキル

評価制度の⾒直し
⼈材開発ロードマップ作成

採⽤⽅法の⾒直し
企業サイズの選択
調達先の社数拡⼤

最適な契約形態の選択



既存の
業務既存の
業務既存の
業務既存の
業務既存の
業務

正社員

⾮正規社員（派遣） 外注（請負）

⾮正規社員（パート） 外注（準委任）

ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ
現状業務の把握と整理

既存の
業務既存の
業務既存の
業務既存の
業務既存の
業務

・誰が何をやっているか？どんなスキルが必要か？
・どの業務にいくらコストをかけているのか？



ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ
現状業務の把握と整理

・誰が何をやっているか？どんなスキルが必要か？
・どの業務にいくらコストをかけているのか？

職種 要求定義/要求分析 設計 実装 プロジェクト管理 専門分野 システム運用 クライアントサポート コンサルティング

職種名 アナリスト アーキテクト デベロッパ プロジェクトマネージャ プロダクトスペシャリスト システムアドミニストレータ サービスデスク コンサルタント

概要

顧客の経営・業務上の問
題を分析し、システム化企
画・開発範囲の定義・要求
仕様書の作成等を行う。

顧客のシステム化計画、及び要求仕様に基づいて必要なソ
リューションの枠組みを策定し、システム基盤、ソフトウェア構
造を設計する。また、システム構成要素における機能設計、
データベース設計、運用設計も担当する。

システム構成要素のインプリメントとテスティン
グを担当する。

プロジェクトの計画策定、進捗管理，測定、変更管
理，リスク管理を実施し，プロジェクトのスコープ，コ
スト，期間，契約上の成果物を管理することに対す
る責任を持つ。また、品質保証、リソース調整、構
成管理、システム移行も担当する。

特定のプロダクト技術に精通しており、その導入、設定、カスタマイズを担当する。
自社システムの運用／監視、サービスの維
持、障害予防および障害回復を行なう。

ユーザーからの各種問合せ、障害通知など
に対するヘルプデスク業務を行なう。

特定分野に関する専門知識
と豊富な経験を活用し、顧
客が抱える問題に対する助
言、指導を行う。

コンピタンス
対象となる問題や業務の
視点で物事を捉え、創造
し、表現する

技術に関する幅広い知識を持ち、実現手段を組み合わせた
試行錯誤して価値を創造する

目的を実現するため、所与の技術を使用して製
造する

チームが目標を達成するために、計画・調整等の
管理業務を行う

固有の技術分野に特化・深化し、専門家としての価値を提供する
システムが正常に運用できる状態を維持す
るための行動を行う

ユーザがシステムを利用し続けられる状態を
維持するための行動を行う

保有する専門分野に関し
て、自ら能動的に顧客の問
題を解決、または提案する。

6

（決定権者：経営的視野
を持ち、全社的な観点
から、IT部門における重
要な判断を下す責任を
持つ）

＜スコープ：　会社全体
＞

5

（責任者：IT部門の視点
から、自らの専門分野
において重要な判断を
下す責任を持つ）

＜スコープ：
　チーム全体〜組織全
体＞

4

（専門家：自らの専門分
野において、新たな価
値を創造することができ
る）

＜スコープ：担当分野
＞

3

（専門担当者：定められ
たルールや手順の中
で、試行錯誤し、創造す
ることができる）

＜スコープ：担当業務
＞

※コンサルタント職域の認
定は、
他領域の役割（4もしくは5）
と関連付けられている必要
がある。
コンサルタント単独での認定
は許されない。
（例：ビジネス分析＋コンサ
ルタント）

2

（担当者：手順を遵守し
て、主体的に実行する
ことができる）

＜スコープ：担当作業
＞

1

（作業者：手順に従って
行動することができる）

＜スコープ：担当作業
＞

ビジネス
分析

システム
分析

要求分析

エンター
プライズ
アーキテ
クチャ設
計

アプリ
ケーショ
ン設計

プログラ
ミング

データ
ベース設
計

テスティ
ング

プロジェ
クトマネ
ジメント

テスト設
計

プラット
フォーム

運用マネ
ジメント

運用アド
ミニスト
レーショ
ン

インフラ
設計

プロダク
トセット
アップ

システム
管理

ネット
ワーク

データ
ベース

業務パッ
ケージ

セキュリ
ティ

システム
オペレー
ション

リソース
マネジメ
ント

品質マネ
ジメント

コンサル
ティング

プロジェ
クトマネ
ジメント
アドミニ
ストレー
ション

ヘルプデ
スク

テクニカ
ルサポー
ト

インスト
ラクショ
ン

構成管理 移行管理

ソフト
ウェア
アーキテ
クチャ設
計

IT戦略 IT部門マ
ネジメン
ト

データ
ギャザリ
ング

ヘルプデ
スクマネ
ジメント役割

職種

レベル

スキル体系を活⽤し、
細分化して⾒ていく必要性
がある



ユーザー企業インタビュー結果
ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ

現状業務の
把握と整理

今後の重点
事項の整理

戦略的外注活⽤戦略的⼈材育成
・採⽤

IT部⾨の６⼤要素

予算の確保と⾒直し

内外製の⾒直し

対応⼈材・企業と必要スキル
業務の棚卸

業務単位の運営コスト分析

必要コストの把握
フィジビリティスタディ作成

捻出⽅法の検討と決定

外注活⽤範囲の検討
社員の再配置

コストシミュレーション
IT・ビジネス企画
新技術情報収集・調査

必要⼈材とスキル

評価制度の⾒直し
⼈材開発ロードマップ作成

採⽤⽅法の⾒直し
企業サイズの選択
調達先の社数拡⼤

最適な契約形態の選択

同様に実施



ユーザー企業インタビュー結果
ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ

現状業務の
把握と整理

今後の重点
事項の整理

戦略的外注活⽤戦略的⼈材育成
・採⽤

IT部⾨の６⼤要素

予算の確保と⾒直し

内外製の⾒直し

対応⼈材・企業と必要スキル
業務の棚卸

業務単位の運営コスト分析

必要コストの把握
フィジビリティスタディ作成

捻出⽅法の検討と決定

外注活⽤範囲の検討
社員の再配置

コストシミュレーション
IT・ビジネス企画
新技術情報収集・調査

必要⼈材とスキル

評価制度の⾒直し
⼈材開発ロードマップ作成

採⽤⽅法の⾒直し
企業サイズの選択
調達先の社数拡⼤

最適な契約形態の選択



既存の
業務既存の
業務既存の
業務
新規の
業務

・企画

（⼈⼿不⾜を考慮した上で）

正規・⾮正規・外注活⽤の設計図を作る必要性がある

正社員

⾮正規社員（派遣）

外注（請負）

外注（準委任）

ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ
内外製の⾒直し

既存の
業務既存の
業務既存の
業務既存の
業務

コンサルティングファームなど

正社員

攻めの領域

守りの領域



ユーザー企業インタビュー結果
ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ

現状業務の
把握と整理

今後の重点
事項の整理

戦略的外注活⽤戦略的⼈材育成
・採⽤

IT部⾨の６⼤要素

予算の確保と⾒直し

内外製の⾒直し

対応⼈材・企業と必要スキル
業務の棚卸

業務単位の運営コスト分析

必要コストの把握
フィジビリティスタディ作成

捻出⽅法の検討と決定

外注活⽤範囲の検討
社員の再配置

コストシミュレーション
IT・ビジネス企画
新技術情報収集・調査

必要⼈材とスキル

評価制度の⾒直し
⼈材開発ロードマップ作成

採⽤⽅法の⾒直し
企業サイズの選択
調達先の社数拡⼤

最適な契約形態の選択



既存の
業務既存の
業務既存の
業務
新規の
業務

・企画 予算が必要

ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ
予算の確保・⾒直し

既存の
業務既存の
業務既存の
業務既存の
業務

攻めの領域

守りの領域

✅ 新技術で対応できる外注先は費⽤が⾼い
✅ コストセンターからプロフィットセンターへ

コスト最適化し、予算を確保



ユーザー企業インタビュー結果
ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ

現状業務の
把握と整理

今後の重点
事項の整理

戦略的外注活⽤戦略的⼈材育成
・採⽤

IT部⾨の６⼤要素

予算の確保と⾒直し

内外製の⾒直し

対応⼈材・企業と必要スキル
業務の棚卸

業務単位の運営コスト分析

必要コストの把握
フィジビリティスタディ作成

捻出⽅法の検討と決定

外注活⽤範囲の検討
社員の再配置

コストシミュレーション
IT・ビジネス企画
新技術情報収集・調査

必要⼈材とスキル

評価制度の⾒直し
⼈材開発ロードマップ作成

採⽤⽅法の⾒直し
企業サイズの選択
調達先の社数拡⼤

最適な契約形態の選択



ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップ
戦略的外注活⽤

企業サイズの選択

調達先の社数拡⼤

最適な契約形態の選択

・エンジニアリソース確保が競争の源泉になる
・再委託があるとマージンが乗り価格が上がる
・常に複数社で競わせる

・本当に⼤⼿SIしかできない仕事なのか？

・⼀般的には、派遣＜準委任＜請負の順番で、価格が⾼くなる
・業務に合わせて、全ての契約形態を使いこなすことが重要

ポイントは3つに
集約される



■社会情勢・トレンドについての整理

■ユーザー企業の事例をもとにまとめた

ユーザー企業IT部⾨・コスト最適化マップのご説明

■エンジニア調達⾰命プラットフォーム

”Teleworks”ご説明

コスト最適化実践事例と
エンジニア調達⾰命

プラットフォーム”Teleworks”



エンジニア調達⾰命プラットフォーム

ご説明資料

⼀般社団法⼈ ⽇本ニアショア開発推進機構
株式会社機構マネジメント



ユーザー企業限定
⽇本全国の正社員エンジニアとテレワーク派遣で

つながるBtoBプラットフォーム

調達⾰命のポイント①
⾸都圏を中⼼としたユーザー企業と
地⽅システム開発会社を直接つなぐサービスです。

調達⾰命のポイント②
遠距離間を前提としたテレワーク開発で
派遣契約にて業務を実施できるので、柔軟な活⽤
が可能です。

調達⾰命のポイント③
全国の地⽅システム開発会社に所属する
ニアショア正社員エンジニアを活⽤できます。

当サービスは当機構がサービス説明したのちにご活⽤いただく
完全登録制となります。



ユーザー企業限定
⽇本全国の正社員エンジニアとテレワーク派遣で

つながるBtoBプラットフォーム

全国各地の数万⼈にもおよぶエンジニアの活⽤が可能に！

今後続々当サービスに参加予定
認定ベンダー

15社 2,000名

ニアショア会員
71社 9,500名

接点有り企業
385社 40,500名



案件検索画⾯



＜ユーザー企業側＞
エントリ状況画⾯

N000023（北海道）

N000013（沖縄）

N000032（⻑野）

認定企業かどうか
わかる仕様



提供する価値
ふたつの機能に区分されます

派遣契約

ニアショア企業ユーザー企業

マッチング機能の提供

東京で常駐ではなく、
⾃社内でテレワーク派遣

席の⽤意やPCも不要で
プラスαのコスト削減効果

テレワーク開発実施環境の提供

Web就業管理

⽇々の就業承認も楽々

バーチャルオフィス環境



提供する価値
初めての⽅も安⼼！テレワーク派遣の実施環境の提供

バーチャルオフィス環境

PCのカメラを利⽤し、
在籍状況がわかる

画像クリックで
素早くチャット
やWeb会議が
可能です



提供する価値
初めての⽅も安⼼！テレワーク派遣の実施環境の提供

Web就業管理

縦線の箇所は画⾯の
キャプチャをランダム
に撮影し保存。

勤務時間の管理と承認が⾏えます

（業務外のサイトを閲覧）



利⽤イメージ
案件にエントリーしてWeb会議で⾯談実施

エントリ
ニアショア企業

案件

ユーザー企業

⾯談調整
（⼈・システム） ①リアル＋Web⾯談

②Web⾯談
③リアル⾯談

契約可否判断

契約



利⽤イメージ
Web⾯談

①リアル＋Web⾯談



サービス利⽤料
ユーザー企業向け

登録・依頼・⾒積・提案などすべて無料！

決定後、契約期間中の派遣料⾦の3.5%を⽉額利⽤料と
していただきます。

ユーザー企業

席の⽤意やPCも不要で
プラスαのコスト削減効果

1席あたり3ー5万円

単価60万だと約2万円



ご不明な点、ご質問等ございましたら、お気軽にメール、
またはお問い合わせフォームより
ご連絡ください。

お問い合わせフォーム：
http://www.nearshore.or.jp/contact/

info@nearshore.or.jp


